ハイパーウッドメソッド講習会業務委託契約書

一般社団法人アジア国際美容協会（AIBA）（以下「甲」という。）と講師ハッピー商事株式会社（以下「乙」という。）とは、甲より乙に対するハイパーウッドメソットの講習会業務（以下「本業務」という。）の委託について、次の通り業務委託契約（以下「本契約」という。）を締結する。
 
（総 則）
第１条　乙は、本契約に定めるところに従い本業務を受託するものとし、甲は、乙に対し本業務を委託し、乙に対しその対価を支払うものとする。
乙は、本契約及び本契約とともに締結される業務仕様書に従い本業務を実施しなければならない。
（権利義務の譲渡等）
第2条　乙は、本契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は継承させてはならない。ただし、あらかじめ書面による甲の承諾を得たときは、この限りでない。
（再委託の制限）
第3条　乙は、本業務の実施を第三者に委託してはならない。ただし、あらかじめ書面による甲の承諾を得たときは、この限りでない。
乙が、前項ただし書の規定により業務の一部の実施を第三者に委託する場合には、甲は、乙に対して、受託者の名称その他必要な事項の通知を求めることができる。
（業務内容の変更）
第4条　甲及び乙は、必要があると認めるときは、契約相手方に対して書面による通知により業務内容の変更を求めることができる。
前項により業務内容を変更する場合において、履行期間若しくは契約金額を変更する必要があると認められるときは、甲、乙は変更後の履行期間及び契約金額について協議するものとし、当該協議の結果を書面により定める。 
（一般的損害）
第5条　本業務の実施において生じた損害については、乙が負担する。ただし、甲の責に帰すべき理由により生じた損害については、甲が負担する。
 
（天災その他の不可抗力の扱い）
第6 条　暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、戦乱、内乱、クーデター、テロ、侵略、暴動、ストライキ、政府による決定その他自然的又は人為的な事象であって、甲、乙双方の責に帰すべからざるもの（以下「天災その他の不可抗力」という。）により、甲、乙いずれかによる履行が遅延又は妨げられる場合、当事者は、その事実の発生後遅滞なくその状況を書面により本契約の相手方に通知しなければならない。また、甲、乙は、通知後速やかに天災その他の不可抗力発生の事実を確認し、その後の必要な措置について協議し定める。
①　天災その他の不可抗力により生じた履行の遅延又は不履行は、本契約上の義務の不履行又は契約違反とはみなさない。
②　天災その他の不可抗力の状況が発生した場合でも、乙は合理的に実行可能なかぎり、本契約に定める義務の履行を続ける努力をするものとする。
③　天災その他の不可抗力により乙が履行期間に業務を完了することができないときは、甲に対して遅滞なくその理由を明らかにした書面により履行期間の延長を求めることができる。この場合における延長日数は、甲、乙協議して書面により定める。
④　天災その他の不可抗力に起因して、乙に追加的経費が発生した場合、乙の請求を甲が調査のうえ、甲が負担すべき額は甲、乙協議して、書面により定める。
⑤　第１項により、乙が天災その他の不可抗力が発生したと確認した日から、そのために本業務が実施できない日が60 日以上継続した場合、甲は、少なくとも30 日前に書面により乙に予告通知のうえ、本契約を解除することができる。
⑥　前項により解除がなされた場合には、第8 条第2項の規定を準用する。
 
（支払方法）
第7 条　乙は、甲に対し業務仕様書に定める委託金額の支払を請求することができる。
甲は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から起算して30 日以内に支払を行わなければならない。また、振込手数料は甲の負担とする。
 
（甲の解除権）
第8 条　甲は、乙の責に帰すべき事由により本契約の目的を達成する見込みがないと明らかに認められるときは、業務仕様書に定める講習実施期間中にその旨を乙に申し出た場合に限り、別途甲乙協議の上、本契約の一部を解除することができるものとする。
①　甲は、前項の規定により本契約の一部を解除した場合において、本業務全体のうち、既に乙による講習会が実施されたものについては、当該講習会実施部分に相応する委託金額を乙に対し支払わなければならない。
②　甲は、乙が次に掲げる各号の一に該当するときは、催告を要せず本契約を解除することができる。
（１）乙に仮差押又は仮処分、差押、競売、破産、民事再生、会社更生又は特別清算等の手続開始の申立て、支払停止、取引停止又は租税滞納処分等の事実があったとき。
（２）乙が、次に掲げる各号の一に該当するとき、または、次に掲げる各号の一に該当する旨の新聞報道、テレビ報道その他報道（ただし、日刊新聞紙等、報道内容の正確性について一定の社会的評価が認められている報道に限る。）があったとき。
イ 役員等（乙が個人である場合にはその者を、乙が法人である場合にはその役員をいう。以下本条において同じ。）が、暴力団、暴力団員、暴力団関係企業、総会屋、社会運動等標榜ゴロ、特殊知能暴力団等（これらに準ずる者又はその構成員を含む。以下「反社会的勢力」という。）であると認められるとき。
ロ 反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められるとき。
ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、反社会的勢力を利用するなどしているとき。
ニ 役員等が、反社会的勢力に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に反社会的勢力の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
ホ 役員等が、反社会的勢力であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。
ヘ 役員等が、反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
ト 再委託、物品購入等にかかる契約に当たり、その相手方がイからヘまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。
チ その他、京都・大阪暴力団排除条例に定める禁止行為を行ったとき。
 
（資料等の取扱い）
第9 条　乙が作成したスライドや配布資料等の著作権は、本業務実施後も乙甲？に帰属する。
①　前項に関わらず、甲は、別段の定めのない限り、著作権が乙に帰属する旨を明記した上で、ハイパーウッドメソッド講習会を目的とする、甲の内部に限定した使用に限り資料等を利用することができる。
②　前項の規定は、本契約を解除した場合についても、これを準用する。
 
（秘密の保持）
第10 条 甲及び乙（乙が選任する再委託先を含む。本条において、以下同じ。）は、本契約の履行及び本業務の実施上知り得た情報（以下「秘密情報」という。）を秘密として保持し、これを第三者に開示してはならない。ただし、次の各号に定める情報については、この限りではない。
（１）開示を受けたときに既に公知であったもの。
（２）開示を受けたときに既に乙が所有していたもの。
（３）開示を受けた後に乙の責に帰さない事由により公知となったもの。
（４）開示を受けた後に第三者から秘密保持義務を負うことなく適法に取得したもの。
（５）開示の前後を問わず乙が独自に開発したことを証明しうるもの。
（６）法令並びに政府機関及び裁判所等の公の機関の命令により開示が義務付けられたもの。
（７）第三者への開示につき、甲又は秘密情報の権限ある保持者から開示について事前の承認があったもの
①　甲及び乙は、秘密情報について、本契約の履行及び本業務に必要な範囲を超えて使用、提供又は複製してはならない。
②　前二項の規定は、本契約が終了した場合においても引き続き効力を有するものとする。
本条及び条項の性質に鑑み当然に存続すべき規定は、期間満了、解除、失効、その他理由の如何を問わず本契約終了後6ヶ月間その効力を存続するものとする。
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（契約外の事項）
第11 条 本契約に定めのない事項又は本契約の条項について疑義が生じた場合には、甲乙協議してこれを定める。
 
(契約期間及び条件変更)
第12条　本契約の有効期間は、令和2年1月7日より令和3年1月末日迄とする。
 
（合意管轄）
第14 条 本契約に関し裁判上の紛争が生じた場合には、当該紛争の内容や形式如何を問わず、京都地方裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とする。

以上、契約締結の証として本書２通を作成し、甲乙記名押印の上各１通を保有する。

令和2年　1月　6日
 
[甲]
 

[乙]

